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宮崎県における地域包括ケア推進への取組

宮崎県 福祉保健部
長寿介護課 医療・介護連携推進室



１．地域包括ケアシステムとは？

２．宮崎県の主な取組について
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１．地域包括ケアシステムとは？
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国の施策：地域包括ケアシステム 地域包括ケアシステムとは？

（出典）令和５年7月10日 厚生労働省「介護保険制度の見直しに関する参考資料」 3



地域包括ケアシステムがなぜ必要か－高齢者人口の更なる増加 地域包括ケアシステムとは？

（出典）令和５年7月10日 厚生労働省「介護保険制度の見直しに関する参考資料」
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高齢者に関するデータについて

（出典）令和５年7月10日 厚生労働省「介護保険制度の見直しに関する参考資料」

地域包括ケアシステムがなぜ必要か－高い要介護認定率
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地域包括ケアシステムがなぜ必要か－老年症候群の増加 地域包括ケアシステムとは？

急性疾患症状
○ 主に急性疾患に付随する症候で、若い人と同じくらいの頻度
  でおきるが、対処方法は高齢者では若い人と違って工夫が必
  要な症候群。
  応急対応、トリアージ能力（限界を知る）、連携力（人脈、
  実績など）が求められる。

慢性疾患症状
○ 主に慢性疾患に付随する症候で、65歳の前期老年者から徐々
  に増加する症候群。
  日常対応、悪化時指示、終末期徴候との見分けが求められ
  る。

廃用症候群
○ 75歳以上の後期高齢者に急増する症候で、 日常生活活動度
  （ADL）の低下と密接な関連を持ち、介護が重要な一連の症
  候群。
  廃用症候群については、理解と応援依頼（家族、ヘルパー、
  看護）、リハビリ介入、全身波及を防ぐ技能が求められる。

【出典】鳥羽研二「高齢者のニーズに応える在宅医療」
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地域包括ケアシステムがなぜ必要か－生産年齢人口の急減

（出典）令和５年7月10日 厚生労働省「介護保険制度の見直しに関する参考資料」

地域包括ケアシステムとは？
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国の施策：地域包括ケアシステム 地域包括ケアシステムとは？

（出典）令和５年7月10日 厚生労働省「介護保険制度の見直しに関する参考資料」 8



２．宮崎県の主な取組について
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第２章 介護予防・地域づくりの取組の推進
第１節 自立支援、介護予防・重度化防止の推進

第２節 在宅医療と介護の連携

第３節 地域ケア会議の推進

第４節 介護予防・健康づくりの推進

第５節 生活支援の体制整備

第６節 快適に暮らせる住まいとまちづくり

県 の 施 策 と 主 な 取 組
（R3.3月策定 宮崎県高齢者保健福祉計画より）

県の施策：高齢者保健福祉計画 宮崎県の主な取組について
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自立支援型ケアマネジメントに積極的に取り組んでいる包括

行政、包括職員

①派遣
・対象者のアセスメントから合意形成までの手法に関すること
・自立支援型地域ケア会議に関すること
・予防プランの作成に関すること
・現地研修 等

②横展開

・事業所との連携
・C型事業の目標設定

等

県の施策：地域包括支援センター機能強化支援事業 宮崎県の主な取組について

宮崎県医療・介護連携推進室 作成

他の市町村の
行政、包括職員
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県の施策：地域包括支援センター機能強化支援事業 知己包括支援センターについて 宮崎県の主な取組について
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県の施策：地域包括支援センター機能強化支援事業 知己包括支援センターについて 宮崎県の主な取組について
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自立支援をどう考えるか

期間的自立支援 □ 主として介護予防の対象者
□ 廃用症候群（生活不活発）等
による生活機能低下

□ 身体機能向上から生活機能向上

永続的自立支援 □ 主として介護給付の対象者
□ 脳卒中等による身体の部位
等の機能不全による生活機能
が低下したケース

□ 認知症
□ 残存機能（自己資源）の活用

・脳卒中モデル
・認知症モデル
・その他複数疾患モデル

・廃用モデル
・転倒モデル
・生活不活発モデル

県の施策：地域包括支援センター機能強化支援事業 事業実績 宮崎県の主な取組について
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利用者の状態：一人では入浴していない。（要支援）
利用者の課題：生活の不活発により、下肢機能が低下し、一人で入浴できない
認定期間：６か月

清潔の保持に努める

デイサービスで週２回入浴する。

デイサービスでは入浴はできても、
自宅では入浴ができない。

お世話型のケアマネジメント

〇根本的な課題解決に
なっていない

〇介護サービスが生活
の不活発を助長

重度化の恐れ

６か月後、自分で入浴できる

デイサービスで下肢筋力の強化と
入浴動作の訓練を行う。

浴室の住宅改修や
入浴補助用具の購入

自立支援型のケアマネジメント

〇要介護度の改善
〇要支援認定を行う
必要性がない

地域での予防

ケア会議で修正した目標

ケア会議で修正した支援計画

× 〇

ケアマネさんが立てた目標

このプランの問題点

ケアマネさんが立てた支援計画

目標があいまい
永遠の目標になる
代表的な目標例

６か月後評価困難

６か月後評価困難

６か月後評価可能

根本的な原因に対
するアプローチと、
残存機能の維持・
向上・悪化防止

県の施策：地域包括支援センター機能強化支援事業 自立支援型ケアマネジメントとは

大分県の資料を基に宮崎県福祉保健部長寿介護課 作成

宮崎県の主な取組について
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県の施策：地域包括支援センター機能強化支援事業 事業実績 宮崎県の主な取組について

事業実績

○令和２年度
宮崎市内の地域包括支援センター：西都市、都城市、国富町を受け入れ

○令和３年度
宮崎市内の地域包括支援センター：小林市、綾町を受け入れ
日向市内の地域包括支援センター：新富町を受け入れ
※ 延岡市も研修参加予定であったが、新型コロナの影響で中止

○令和４年度
宮崎市内の地域包括支援センター：高鍋町を受け入れ
都城市内の地域包括支援センター：小林市を受け入れ
日向市内の地域包括支援センター：延岡市と五ヶ瀬町を受け入れ
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県の施策：リハビリテーション専門職の派遣支援 地域包括ケアシステムとは？
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事業実績

○令和２年度
◎延岡市 通所Cの立ち上げ支援（１カ所）
◎小林市 通所事業所のスキルアップ（２カ所）
◎五ヶ瀬町 通所事業所のスキルアップ（３カ所）
◎串間市⇒新型コロナ感染症の影響により中止

○令和３年度
◎延岡市 通所Cの立ち上げ支援（１カ所）
◎小林市、五ヶ瀬町 通所事業所のスキルアップ（各３カ所）

○令和４年度
◎小林市 ◎綾町 ◎美郷町 ◎五ヶ瀬町 通所事業所のスキルアップ

県の施策：リハビリテーション専門職の派遣支援 事業実績 宮崎県の主な取組について
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県の施策：在宅医療・介護連携の推進 宮崎県の主な取組について

（出典）令和５年7月10日 厚生労働省「介護保険制度の見直しに関する参考資料」 19



①入退院時の医療介護連携がない場合

退院

自宅

②入退院時の医療介護連携がある場合

自宅

すぐに介護サービス等を
受けられずに、症状が悪化

すぐに介護サービスが
受けられる

退院までに準備

再入院

退院

20

県の施策：入退院調整ルール策定・運用事業 宮崎県の主な取組について
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県の施策：入退院調整ルール策定・運用のイメージ 宮崎県の主な取組について

病院・ケアマネ協議

管内病院

＋

施設・居宅の
ケアマネージャー

病院・ケアマネの課題
要望を共有し、協議する

ケアマネ協議
病院協議

各病院の病棟看護師など 居宅、施設、包括から

提案

協議のイメージ

提案

報告

報告

○ 医療・介護の困り事
医療機関：ケアマネが突然訪問し、困ることがある
ケアマネ：病院の担当者が分からない

○ 担当部署や時間帯を明示した病院窓口一覧を
作成するなど、医療及び介護の関係機関間に
おける入退院調整の課題に対する解決策を検討

宮崎県福祉保健部長寿介護課 作成 21



県の施策：入退院調整ルール策定・運用事業 策定状況 宮崎県の主な取組について

○日向入郷医療圏（28年度策定）
・平成28年度策定（協議計9回、延べ717名参加）
・日向・東臼杵地域入退院支援のためのコミュニケーションハンド
ブック

○西諸医療圏（平成29年度策定、30年度～運用）
・平成29年度策定（協議計8回、延べ743名参加）
・にしもろ入退院調整ルールブック
○延岡市（平成29年度策定、30年度～運用）
・平成29年度策定（協議計9回、延べ825名参加
・延岡市円滑な入退院・医療介護のためのガイドブック

○日南串間医療圏（27年度策定）
・平成27年度策定（協議計11回、延べ626名参加）
・日南・串間医療圏におけるコンセンサスブック

○西臼杵３町（平成30年度策定、令和元年度～運用）
・平成30年度策定（協議６回、延べ208名参加）
・地域共生社会へ向けた西臼杵地域医療・介護・福祉連携のための
ルールブック

○都城北諸医療圏（平成28～29年度策定）
・平成28～29年度策定（協議計6回、延べ530名参加）
・都城北諸県医療圏における安心入退院ルールブック
○西都児湯医療圏（平成28～29年度策定）
・平成28～29年度策定（協議計10回、延べ522名参加）
・西都・児湯地域入退院支援ガイドブック
○宮崎東諸県医療圏（平成28～29年度策定）
・平成28～29年度策定（協議計6回、延べ429名参加）
・宮崎東諸県地域入退院支援のためのルールブック

宮崎県福祉保健部長寿介護課 作成
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県の施策：在宅医療推進事業 宮崎県の主な取組について

●事業背景
住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるように、住民に身近な地
域における医療・介護の関係機関が連携して包括的かつ継続的な医療と介護を
提供できるように、医療介護の専門職の質の向上が必要。

●事業内容
県医師会・各郡市医師会において、医師を含む多職種にむけた地域の実情に合
わせた研修会・講演会を実施する。

●事業効果
県内全域で医療介護連携の多職種が研修をすることで、医療と介護を必要とする
人が住み慣れた地域で安心して暮らすための体制構築を図る。
また、多職種が関わり、ともに学び合うことで、地域における顔の見える関係を構築
できる効果も期待できる。
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県の施策：在宅医療推進事業 令和４年度の取組 宮崎県の主な取組について

●令和４年度の取組

県医師会
・ 「吸引」など１４の研修プログラムについて、人体シミュレーターを用いた在宅
医療研修会を実施。
・ 医師会内の在宅医療協議会を中心に、「一般診療（在宅医療を含む）にお
ける新型コロナへの対応」をテーマに県内３地区からの報告と県外講師による講演
の実施。

各郡市医師会
・ 在宅医療に携わる多職種を対象に、地域のニーズに応じた研修会、講演会
及び意見交換会を実施。地域や職種ごとの課題共有を行った。
・在宅医療機関と二次救急医療機関との連携強化を図るための連絡協議会等を
開催。
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県の施策：ＡＣＰ 死亡数の推移

【出典】令和5年7月12日 中医協在宅医療関連資料

宮崎県の主な取組について
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県の施策：ＡＣＰ 人生の最終段階で医療・ケアを受けたい場所

【出典】令和5年7月12日 中医協在宅医療関連資料

宮崎県の主な取組について
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県の施策：ＡＣＰ 自宅における死亡者の死因（割合）

【出典】令和5年7月12日 中医協在宅医療関連資料

宮崎県の主な取組について
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県の施策：ＡＣＰ 訪問診療の必要量

【出典】令和5年7月12日 中医協在宅医療関連資料

宮崎県の主な取組について
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県の施策：ＡＣＰ 訪問看護の必要量

【出典】令和5年7月12日 中医協在宅医療関連資料

宮崎県の主な取組について
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県の施策：ＡＣＰとは 宮崎県の主な取組について

もしものときのために、望む医療やケアについて前もって考え、繰り返し話し合い、共有する取組を「アドバンス・ケア・プランニング（ACP）」呼びます
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就職先としての魅力UP

検討内容
○普及啓発の方法、内容
○普及啓発のための人材育成
方法（研修会等）
○取組推進のための方策
○事業評価

ＩＣＴ化集中支援

普及啓発人材育成事業
・推進委員会の協議内容を
もとに研修会開催
・研修会参加者が地域の中
で「ＡＣＰ」の普及啓発に
取組める仕組みづくり
・人材ネットワーク会議

○育成する対象
医療、介護のケアスタッフ
○活動
医療、介護現場での普及啓発
地域の中での普及啓発

※推進委員会
で事業評価

構成メンバー
医療・介護関係者 等

普及媒体作成事業
・推進委員会の協議内容をも
とに媒体作成 ターゲット：県民

※推進委員
会で事業評
価

すべての県民が人生の最期まで自分らしく生きるために「ACP」の概念を理解する。
その前段階としてまずは「ACPの基本」を広く県民に知ってもらい、関心を持ってもらうための機運を作っていく。

住み慣れた地域（住みたい場所）で
人生の最期まで自分らしく人生を送る

地域包括ケアシステム

「自分らしい人生」
どう生きる？
わたしの想い

推進委員会

県の施策：アドバンス・ケア・プランニング普及啓発事業 宮崎県の主な取組について
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